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入
も
我
が
国
を
は
じ
め
と
す
る
先
進
国
に
偏
重
し

た
実
態
と
な
っ
て
い
る
こ
と
が
理
解
さ
れ
よ
う
。

二 　
　
Ｕ
Ｒ
合
意
と
水
産
物
の
市
場
ア
ク
セ
ス

　・
　

今
後
の
Ｗ
Ｔ
Ｏ
再
交
渉
に
つ
い
て
触
れ
る
前
に
、

Ｕ
Ｒ
の
合
意
内
容
に
つ
い
て
確
認
し
て
お
き
た
い
。

ま
ず
第
一
が
関
税
の
三
分
の
一
引
下
げ
で
あ
る
。

養
魚
用
稚
魚
お
よ
び
飼
料
用
魚
粉
等
を
除
く
水
産

物
に
関
税
を
課
す
こ
と
に
な
り
、
八
八
年
の
貿
易

量
を
基
準
に
し
た
場
合
の
税
率
を
毎
年
同
幅
ず
つ

引
下
げ
、
加
重
平
均
で
の
税
率
六
・
一
％
を
最
終

の
九
九
年
に
は
四
・
一
％
と
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。

ま
た
、
沿
岸
・
沖
合
の
主
要
魚
種
に
つ
い
て
は
Ｉ

Ｑ
制
度
（
輸
入
割
当
て
）
が
継
続
さ
れ
る
こ
と
と

な
っ
た
が
、
例
外
的
に
Ｉ
Ｑ
品
目
の
内
、
冷
凍
サ

バ
等
に
つ
い
て
は
関
税
率
が
そ
れ
ぞ
れ
三
割
、
五

年
間
で
引
き
下
げ
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。

　

ま
た
、
Ｕ
Ｒ
合
意
に
と
も
な
う
Ｗ
Ｔ
Ｏ
協
定
の

発
効
と
と
も
に
、
一
般
補
助
金
の
規
律
に
関
す
る

「
補
助
金
及
び
相
殺
措
置
に
関
す
る
協
定
」が
発
効

し
て
い
る
。
こ
れ
は
輸
出
補
助
金
及
び
国
内
品
優

先
使
用
の
条
件
を
付
し
た
輸
入
代
替
補
助
金
は
赤
、

企
業
も
し
く
は
産
業
の
集
団
等
に
対
し
て
交
付
さ

れ
た
補
助
金
は
黄
、
特
定
性
の
な
い
補
助
金
、
あ

る
い
は
特
定
性
が
あ
っ
て
も
一
定
の
条
件
を
満
た

す
も
の
（
①
研
究
補
助
金
②
地
域
補
助
金
③
環
境

一 　
　
我
が
国
水
産
業
の
現
状
と
水
産
物
貿
易
構
造

　・
　

我
が
国
は
言
わ
ず
も
が
な
の�
魚
食
国
家�
で

あ
り
、
一
九
九
八
年
の
国
民
一
人
当
た
り
動
物
性

た
ん
白
質
摂
取
量
に
占
め
る
魚
介
類
の
割
合
は
三

九
％
、
魚
介
類
の
国
民
一
人
一
年
当
た
り
供
給
量

は
七
〇
・
六
キ
ロ
グ
ラ
ム
と
な
っ
て
い
る
。

　

我
が
国
の
漁
業
生
産
量
は
年
々
縮
小
し
て
お
り
、

九
七
年
の
生
産
量
七
、
四
一
一
千
ト
ン
は
中
国
、

ペ
ル
ー
に
次
い
で
第
三
位
で
、
チ
リ
、
ア
メ
リ
カ

等
が
こ
れ
に
続
い
て
い
る
。

　

一
方
、
水
産
物
需
給
表
に
よ
れ
ば
九
八
年
の
魚

介
類
国
内
生
産
量
六
、
〇
四
四
千
ト
ン
に
対
し
て

輸
入
量
五
、
二
五
四
千
ト
ン
、
輸
出
量
三
二
二
千

ト
ン
で
あ
り
、
国
内
の
消
費
量
は
一
〇
、
七
五
二

千
ト
ン
と
な
っ
て
い
る
。
魚
介
類
自
給
率
で
は
、

六
〇
年
一
一
一
％
、
七
〇
年
一
〇
〇
％
、
八
〇
年

九
七
％
、
九
〇
年
七
二
％
、
直
近
の
九
八
年
に
は

五
七
％
に
ま
で
低
下
し
て
い
る
。

　

と
こ
ろ
で
世
界
の
水
産
物
の
貿
易
構
造
を
み
て

み
る
と
、
九
六
年
の
世
界
の
水
産
物
貿
易
量
は
約

四
四
百
万
ト
ン
と
総
漁
獲
量
の
約
三
七
％
を
占
め

て
い
る
。
こ
の
う
ち
我
が
国
の
輸
入
は
貿
易
金
額

ベ
ー
ス
で
世
界
全
体
の
約
三
割
を
占
め
て
お
り
、

世
界
最
大
の
水
産
物
輸
入
国
と
な
っ
て
い
る
。
こ

れ
に
Ｅ
Ｕ
、
ア
メ
リ
カ
を
加
え
る
と
そ
の
約
七
六

％
を
輸
入
し
て
い
る
こ
と
に
な
り
、
水
産
物
の
輸

補
助
金
）
は
青
、
と
さ
れ
て
い
る
。

三 　
　
Ｕ
Ｒ
合
意
後
の
水
産
政
策
を
め
ぐ
る
動
き

　・
　

輸
入
水
産
物
が
増
加
を
続
け
る
中
で
、
魚
介
類

自
給
率
の
低
下
、
漁
業
経
営
の
悪
化
、
就
労
者
の

減
少
・
高
齢
化
等
が
進
行
し
、
一
方
で
は
漁
業
資

源
の
保
全
が
求
め
ら
れ
、
総
合
的
漁
業
振
興
策
構

築
の
必
要
性
が
叫
ば
れ
て
き
た
。
こ
う
し
た
情
勢

を
背
景
に
水
産
基
本
政
策
の
あ
り
方
に
つ
い
て
の

検
討
会
が
九
六
年
に
開
始
さ
れ
、
九
九
年
八
月
に

最
終
報
告
が
と
り
ま
と
め
ら
れ
た
。
そ
の
概
要
は
、

以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。

�
水
産
業
・
漁
村
の
位
置
づ
け�

・
国
民
に
対
す
る
食
料
の
安
定
供
給
（
健
康
で
豊

か
な
食
生
活
に
貢
献
、食
料
安
全
保
障
上
重
要
）

・
我
が
国
経
済
・
社
会
に
お
け
る
重
要
性
（
沿
海

地
域
の
基
幹
産
業
、
海
洋
環
境
の
保
全
・
監
視

等
、
食
文
化
等
の
伝
統
・
文
化
の
形
成
、
自
然

と
レ
ク
リ
ェ
ー
シ
ョ
ン
の
場
の
提
供
）

�
水
産
物
需
給
・
資
源
の
見
通
し�

・
世
界
的
な
水
産
物
需
要
の
増
大
と
供
給
不
安
定

・
我
が
国
の
安
定
的
な
水
産
物
需
要
と
国
内
生
産

力
へ
の
懸
念

・
食
料
自
給
率
目
標
の
策
定

・
環
境
悪
化
・
過
剰
漁
獲
に
よ
る
周
辺
水
域
の
資

源
悪
化

�
今
後
の
水
産
基
本
政
策
の
あ
り
方�

・
水
産
資
源
の
持
続
的
利
用
の
確
立
（
我
が
国
周

辺
水
域
の
資
源
回
復
、
つ
く
り
育
て
る
漁
業
の

推
進
、
漁
場
環
境
及
び
生
態
系
の
保
全
、
責
任

調
査
・
研
究
ノ
ー
ト

調
査
・
研
究
ノ
ー
ト 
①①

水
産
業
と
Ｗ
Ｔ
Ｏ
交
渉

水
産
業
と
Ｗ
Ｔ
Ｏ
交
渉
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あ
る
遠
洋
漁
業
と
国
際
的
資
源
管
理
へ
の
貢
献
、

国
際
協
力
等
の
推
進
、漁
業
管
理
制
度
見
直
し
）

・
自
立
し
う
る
漁
業
経
営
の
確
立
（
意
欲
と
能
力

の
あ
る
担
い
手
の
育
成
・
確
保
、
漁
業
等
の
組
織

体
制
の
整
備
と
活
性
化
、
中
小
漁
業
の
構
造
改
善
、

技
術
開
発
の
重
点
的
実
施
）

・
水
産
物
流
通
・
加
工
の
合
理
化
と
消
費
者
ニ
ー

ズ
へ
の
対
応
（
産
地
機
能
の
強
化
、
水
産
加
工
業

の
体
質
強
化
等
、
品
質
・
衛
生
管
理
等
の
強
化
、

国
産
水
産
物
へ
の
理
解
増
進
、
国
際
貿
易
を
巡
る

情
勢
へ
の
対
応
）

・
漁
業
地
域
の
振
興
と
水
産
基
盤
整
備
の
見
直
し

（
漁
業
地
域
の
振
興
、
水
産
基
盤
の
見
直
し
、
漁

港
整
備
・
管
理
制
度
の
見
直
し
）

�
沿
岸
漁
業
等
振
興
法
の
今
日
的
評
価�

　

こ
の
最
終
報
告
を
う
け
て
九
九
年
十
二
月
、
水

産
基
本
政
策
大
綱
が
決
定
さ
れ
、
こ
れ
に
沿
っ
て

今
次
の
通
常
国
会
に
お
い
て
水
産
基
本
法
が
決
定

さ
れ
る
運
び
と
な
っ
て
お
り
、
こ
れ
が
Ｗ
Ｔ
Ｏ
交

渉
の
基
本
ス
タ
ン
ス
と
な
る
。

四 　
　
Ｗ
Ｔ
Ｏ
再
交
渉
の
論
点
と
協
議
の
現
状

　・
　

さ
て
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
水
産
物
交
渉
で
は
、
①
資
源
管

理
の
推
進
、
②
貿
易
ル
ー
ル
の
確
立
、
の
二
つ
の

柱
に
論
点
が
絞
ら
れ
る
も
の
と
み
ら
れ
て
い
る
が
、

現
在
の
と
こ
ろ
貿
易
ル
ー
ル
に
関
す
る
話
は
低
調

で
あ
る
一
方
、
過
剰
漁
獲
に
関
連
し
て
の
漁
業
補

助
金
に
つ
い
て
議
論
が
集
中
し
て
い
る
。
し
た
が

っ
て
、
こ
こ
で
は
漁
業
補
助
金
に
か
か
る
議
論
に

絞
っ
て
経
過
・
論
点
を
紹
介
す
る
。

　

漁
業
補
助
金
に
つ
い
て
の
議
論
は
、
九
六
年
に

Ｗ
Ｔ
Ｏ
等
の
席
上
で
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
が
中
心

と
な
っ
て
、
漁
業
補
助
金
が
貿
易
上
の
不
公
正
を

招
く
と
と
も
に
、
過
剰
な
漁
獲
能
力
の
形
成
要
因

と
な
っ
て
い
る
と
す
る
問
題
提
起
を
行
な
っ
た
こ

と
か
ら
再
燃
し
た
。
そ
の
後
も
Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
と
ど
ま

ら
ず
Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
等
で
様
々
な
議
論
が

戦
わ
さ
れ
て
き
た
。
我
が
国
は
漁
業
補
助
金
と
過

剰
漁
獲
と
の
因
果
関
係
に
つ
い
て
は
科
学
的
に
検

証
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
こ
と
、
過
剰
漁
獲
問

題
に
つ
い
て
は
専
門
家
に
よ
り
Ｆ
Ａ
Ｏ
の
場
で
検

討
す
べ
き
で
あ
る
こ
と
を
主
張
し
て
き
た
。
こ
れ

に
つ
い
て
の
主
な
国
の
論
点
・
反
応
等
は
以
下
の

と
お
り
で
あ
る
。

�
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド�

　

漁
業
補
助
金
の
持
つ
貿
易
歪
曲
性
と
過
剰
漁
獲

能
力
形
成
を
指
摘
し
て
い
る
が
、
自
国
の
財
政
立

て
直
し
の
観
点
か
ら
漁
業
補
助
金
を
含
め
た
政
府

支
出
の
削
減
を
実
施
し
た
こ
と
か
ら
、
自
国
漁
業

者
か
ら
国
際
競
争
力
の
低
下
を
指
摘
さ
れ
て
い
る

と
い
う
事
情
も
抱
え
て
い
る
。

�
ア
イ
ス
ラ
ン
ド
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー�

　

同
様
に
過
剰
漁
獲
能
力
の
形
成
を
指
摘
し
て
い

る
。
Ｅ
Ｕ
に
よ
る
外
国
水
域
入
漁
料
の
直
接
補
助

を
は
じ
め
と
す
る
手
厚
い
保
護
政
策
の
存
在
に
よ

っ
て
、
特
に
Ｅ
Ｕ
マ
ー
ケ
ッ
ト
で
の
底
魚
の
競
争

力
を
奪
わ
れ
て
い
る
と
の
認
識
を
持
っ
て
い
る
。

�
ア
メ
リ
カ�

　

政
府
支
出
の
削
減
を
は
か
る
た
め
の
漁
業
者
へ

の
説
得
材
料
を
国
際
合
意
に
求
め
て
お
り
、
国
際

競
争
力
の
維
持
も
含
め
て
各
国
横
並
び
対
応
を
基

本
と
し
て
い
る
。

�
中
国
、
韓
国�

　

積
極
的
な
主
張
は
な
く
、
様
子
見
の
感
が
あ
る
。

　

漁
業
補
助
金
の
撤
廃
を
求
め
る
国
に
共
通
し
て

い
る
の
は
、
日
本
の
公
海
ま
ぐ
ろ
漁
業
、
Ｅ
Ｕ
の

ト
ロ
ー
ル
漁
業
の
削
減
を
含
め
た
各
国
の
漁
業
分

野
に
お
け
る
国
際
競
争
力
の
維
持
と
日
本
等
の

マ
ー
ケ
ッ
ト
へ
の
進
出
意
欲
で
あ
り
、
本
問
題
で

日
本
と
一
部
で
も
協
調
可
能
な
国
は
Ｅ
Ｕ
ぐ
ら
い

と
い
う
厳
し
い
状
況
に
置
か
れ
て
い
る
。
ま
さ
に

輸
出
国
と
輸
入
国
と
の
利
害
が
露
骨
に
反
映
さ
れ

た
激
し
い
議
論
が
展
開
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。

　

こ
う
し
た
情
勢
を
踏
ま
え
て
政
府
は
、
次
の
点

に
つ
い
て
の
作
業
を
急
い
で
い
る
。

①
補
助
金
が
漁
獲
能
力
形
成
に
及
ぼ
す
影
響
の
解

析
と
と
も
に
、
他
の
要
因
が
過
剰
漁
獲
能
力
を

形
成
す
る
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
つ
い
て
の
計
量
的
な

モ
デ
ル
作
成

②
多
面
的
機
能
に
つ
い
て
漁
業
分
野
で
い
か
な
る

議
論
が
可
能
か
に
つ
い
て
の
整
理

③
漁
業
補
助
金
と
漁
業
コ
ス
ト
、
経
営
収
支
に
及

ぼ
す
影
響
に
つ
い
て
の
数
値
化

　

我
が
国
に
お
い
て
漁
業
補
助
金
の
漁
業
者
に
与

え
る
影
響
は
大
き
く
、
こ
れ
な
く
し
て
の
我
が
国

水
産
業
の
維
持
・
存
続
は
考
え
ら
れ
ず
、
交
渉
の

成
果
獲
得
が
強
く
期
待
さ
れ
る
。

（
蔦
谷
栄
一
）
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